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研究成果の概要（和文）：近年、主体的なイノベーション活動によって急激に成長してきている

韓国や中国、台湾などの企業群のイノベーション・プロセスを明らかにするために、それらの

企業によって取得された特許をデータ化する事を通して、特許とイノベーションとの関係、発

明者の移動とイノベーションとの関係、および、研究開発における主軸発明者の役割を明らか

にしている。 

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to investigate the innovation process 

of East Asian companies which has achieved remarkable development through their proactive 

innovation activities. Creating the database of patents granted, the relationship between 

patent granted and innovation of those companies, relationship between inventor’s 

movement and innovation, and the role of core inventor are clarified. 
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）アジア企業の台頭： 
 米国や日本をはじめとする多くの先進国
企業がグローバル化の進展による競争の激
化、世界的同時不況、および、産業の成熟化
によって経済の停滞に苦しむ中、それらの欧

米や日本などの先発企業のグローバル化か
ら少し時期を遅らせ世界市場に台頭してき
た韓国や中国、台湾などの企業群は、短期間
で急速な成長を遂げ、先発企業群の脅威とな
ってきた。 
 
 その急速な成長を可能にした要因として、

機関番号：３４４１９ 

研究種目：若手研究（B） 

研究期間：２００９ ～ ２０１１  

課題番号：２１７３０３３２ 

研究課題名（和文） アジア企業の研究者移動とイノベーション能力構築の関係 

                     

研究課題名（英文） The Relationship between Researcher's Move-In and Innovation  

                      in Asian Companies  

研究代表者  

 河 知延 （HA JEEYEON） 

近畿大学・産業理工学部・准教授 

 研究者番号：８０３４６７５９ 

 

 



政府のバックアップ体制や時代背景、OEM 主
義や提携の活用など、国特殊性やビジネス・
スタイルにおける各国の違いが影響を及ぼ
しているだけでなく、それらの企業の主体的
な活動や戦略は最も重要な要因であると考
えられる。 
 
 しかし、これまでの研究は企業情報へのア
クセスの困難さにより、先進国企業に焦点が
絞られており、アジア企業の主体的な活動に
焦点を絞った研究は少ない。 
 
 
（２）イノベーションの重要性： 
 近年における技術革新スピードの加速は
目を見張るものがあり、持続的に成長しよう
とする企業にとっても、また、競争力を向上
させようとする国にとっても、イノベーショ
ンを継続的に創出することは重要な課題と
なっている。業界をリードする先進国企業群
はさることながら、特に、欧米や日本などの
先進国企業と競争しているアジア企業群に
とって、グローバル市場においての自社の地
位を確固たるものにする上でイノベーショ
ンは最も重要な要素であるといえる。 

 
これまで、イノベーション創出のプロセス

に関する様々な研究が展開されてきた。特に
近年にいたっては、その重要性が増したこと
によって、イノベーション創出に影響を及ぼ
す複合的な要因や、より具体的な創出方法に
ついて研究が進められている。 

 
 特に、先進国より後からグローバル市場に
参入したアジア諸国から出発した企業群は、
グローバル競争で成長を続けるためにイノ
ベーションを内部でいかに創出していくか
が重要な課題となっているが、それらのアジ
ア企業のイノベーション能力の構築につい
て深く議論されている研究は少ない。 
 
 
（３）定量的イノベーション研究の必要性： 
 これまで、韓国企業（三星電子）のイノベ
ーション構築プロセスが特異な方法をとっ
ていたことを明らかにした博士論文の知見
を基に、2007 年度からは科学研究費による研
究を通して中国、台湾、韓国などの企業へと
対象を広げて研究を行ってきた。その結果、
韓国、台湾、中国の三国において、イノベー
ション能力の蓄積に人的ネットワークが重
要な要因として作用していることが分かっ
た。 
 
 しかし、それらはインタビューにより明ら
かになった内容であり、実証的な研究として
限界があるだけでなく、「イノベーション」

というデリケートな題材に対してインタビ
ューで確認できる事項は多くない。従って、
定量的な測定により実証を試みることは重
要である。 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は韓国、台湾、中国の企業群
が急激にイノベーション能力を構築できた
プロセスに対して、以下の点に焦点を絞り、
研究者の移動とそのマネジメントという側
面から実証的に明らかにしようとするもの
である。 
 
 
（１）イノベーションの理論のサーベイを
行い、特に、企業のイノベーション能力の構
築と研究者の移動の間に生じると考えられ
る相関関係を理論的に整理する。 
 
 
（２）特許出願の意味合いと各国の特殊な
要因、および、各企業の戦略との関係を明ら
かにする。それによって、特殊な事情等によ
るバイアスを取り除く。 
 
 
（３）特許出願状況を調べ、各国の対象企業
での研究者の移動やそれが企業に及ぼす影
響を明らかにする。 
 
 
（４）インタビュー調査を通して研究者に
体化されたイノベーションが企業内部へ浸
透されるプロセスを明らかにし、データから
得た知見の検証を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 本研究では、アジア企業のイノベーショ
ン・プロセスを定量的に測定し解明するため
に、特許出願状況を分析することとインタビ
ュー調査を組み合わせながら以下のような
方法で研究を進めた。 
 
 
（１）人的ネットワークに焦点を絞りなが
ら、イノベーション理論のサーベイを行うこ
とで、既存研究の流れを認識し、その後展開
する研究の重要性を位置づけた。 
 
  
（２）韓国、中国、台湾において、特許に関
連する国特殊要因を明らかにする。各国にお
ける調査対象企業や業種、具体的な製品を選
定し、その内容に該当する特許出願状況を把
握、データベース化した。 



 
 
（３）上記の調査によって集められたデー
タを分析し、主要人物を割り出す。また、そ
の主要人物の移動関係、および、企業内での
役割を特許出願状況から割り出す。 
 
 その際に特許と研究者との関係、および、
特許と企業イノベーションとの関係につい
ての確認を行うために韓国特許庁の産業財
産人力課長、および、元三星技術研究院の首
席研究員にインタビュー調査を行った。 
 
 
（４）研究者の移動が企業のイノベーショ
ン能力の構築へ及ぼす影響、および、主軸研
究者の企業内での役割に関する理論構築を
行った。それによって、人に体化されたイノ
ベーションが組織内部へ浸透されるプロセ
スについて明らかにした。 
 
 
４．研究成果 
 
（１）イノベーション研究のレビュー 
 イノベーションに関連するこれまでの研
究をレビューした結果、大きく、企業の全社
戦略にかかわる理論、研究開発部署で行われ
る新製品開発に関連する理論、余分な情報を
共有することを強調する知識創造理論、研究
開発部署、および、組織内部の体制づくりが
イノベーションに及ぼす影響について調査
した理論に分類することができた。 
 
 また、それらの理論の分類を縦軸に、特に
近年の理論に焦点を当て調査対象や調査方
法を並べたところアジア企業を対象にした
実証的な研究が殆どないことが分かった。 
 
 さらに、研究者の移動に関連するイノベー
ション研究は、近年におけるオープンイノベ
ーション理論、および、オープンイノベーシ
ョンの概念を新製品開発理論に適用した研
究で説明ができることが分かった。 
 
 しかし、それらの理論は先進国企業が研究
の対象となっており、社内に十分な優位性を
持つ企業が必要な部分を補うために外部の
知識を流入していることを説明している。ア
ジア企業のように、革新的な知識を流入しな
がら内部化するプロセスを説明していると
は言えないことが分かった。 
 
 このレビュー研究は最初に行ったもので
あるが、その結果を論文（１）で一部整理し
ており、また、その後の特許データの分析を
踏まえ仮説を見直し再検討を加えその結果

を発表するために現在執筆しているところ
である。 
 
 
（２）日米を踏まえた韓国、台湾、中国企業 
  による特許出願状況と相互関係の理解 
 米国特許庁である USPTO、および、国際IP
オフィスである WIPO の膨大なデータを使用
し、エレクトロニクス分野を中心に米国、日
本、韓国、中国企業における特許出願数によ
る企業行動の分析を行った。その結果、各国
企業における特許戦略の差異、および、それ
ら4か国における強い相互関係性が明らかに
なった。 
  
 日本は早い時期から特許取得活動が活発
であり、特にエレクトロニクス関連の主軸の
グローバル企業群は米国企業を上回るシェ
アを占め、活発であることが分かった。 
 
 韓国の場合は 1990 年代から特許活動が活
発になったが、それは WTO の加盟に伴って法
制度を整備したことで国内での活動が高ま
り、企業のグローバル化が進み特許紛争が頻
発するにつれ国外特許取得の活動を強めて
いることが分かった。とはいうものの、その
件数を伸ばしているのは数社／機関であり、
また、その中でも三星電子は他の追随を許さ
ない勢いで急激に件数を伸ばしていること
が分かった。 
 
 台湾の場合、韓国よりも早い時期から知的
財産権に関する認識は高かったが、韓国企業
とは異なりその伸び率は近年においても漸
進的に伸長しており、また、その活動が活発
な企業／機関の数は韓国と同様でその数が
限られていることが分かった。 
 
 中国の場合は、まだ国内外における特許取
得件数は少なく、2001 年の WTO の加盟により
ようやくスタートしたばかりであると考え
られる。 
 
 また、各国の企業が特許出願を申請してい
る国として、全世界の WIPO 加盟国の中で日
本、韓国、中国ともに米国が最も多く、それ
ぞれ 38％、40.9％、55％を占めており、米国
企業は EU への出願件数が全体の 18.3％を占
め最も多かった。続く出願先として、日本と
韓国はそれぞれ 25.1％、38.5％で中国への出
願が多かったが、米国は日本への出願が
14.2％で多かった。また、3 番目に多い出願
先として日本と韓国は 12.9％と 14％でお互
いに、ちゅうごくは韓国への 4.9％、米国は
中国への 12.4％という結果となった。 
 
 以上から、エレクトロニクス分野において



日本、米国、韓国、中国の企業はいずれも特
許出願先の国として3位以内にお互いの国を
意識していることが分かる。これは、エレク
トロニクス分野の企業のビジネスがお互い
に緊密であることを表すだけでなく、コア技
術部分が競合関係にあることを表す。また、
そこから相互の研究者の移動やイノベーシ
ョンのための知識の流入などがこれらの国
の企業間で起こることを推察することがで
きる。これらの研究結果は論文（１）にまと
めている。 
 
 
（３）研究者の移動が企業のイノベーショ 
    ンに及ぼす影響の確認 
 三星電子による米国での特許取得件数が
あまりにも膨大なデータであったために費
用と時間の関係上、中国や台湾までデータ整
理をすることはできなかった。 
 
三星電子のデータのうち 2004 年度を基準

とし、発明者として登場した件数をデータ化、
それらの発明件数から主軸の人物を割り出
す作業を行った。2004 年度で最も多かった順
で 71 件の発明にかかわったＫ氏、65 件のＬ
氏、49件のＰ氏、48件のＣ氏であった。 

 
次に、彼らの氏名と専門分野で過去と 2011

年現在の特許取得、および、出願を検索し、
他企業とのつながりや他企業の発明者との
共同研究の有無を調べた。その結果、最も特
許件数が多かったＫ氏の最初の特許3件は米
国の大手エレクトロニクス社の研究員と共
同で出していることから、それらの企業との
繋がりを確認することが出来たが、他の 3名
に関しては確認が出来なかった。 

 
さらに、それら主軸の研究員は研究者の入

れ替わりが早いとされる三星電子で少なく
とも 2011 年までに在職していることを、近
年の特許検索で確認できた。これらの内容は
現在執筆中であり今年度中に発表する。 
 
 
（４）研究開発における主軸研究者の役割 
    の把握 

 上記のデータから、5 名の主軸研究者の
発明に登場する第2発明者までをデータ化し、
彼と共同研究を行った発明者との関係を図
示することができた。その結果、主軸の発明
者の 3名（Ｋ氏、Ｌ氏、Ｐ氏）は強固なつな
がりを持つ（共同研究の件数が最も多い）と
同時に、多数の 3件未満の若手の研究者とも
共同研究を行っていることが分かった。 

 
その図は、主軸の研究者が相互に連携を取

りながら開発を進めると同時に、若手研究者

（あるいは新入りの研究者）と積極的に共同
研究を進めながら技術を吸収・拡散している
様子を推測することができる。これについて
も、研究開発における知識吸収・拡散プロセ
スに関する理論と共に現在執筆中であり、今
年度中に発表する。 
 
（５）最終消費者の消費行動と革新的製品 
    との関係 
 企業のイノベーション活動によって生み
出されるイノベイティブな最終製品を購入
するにおいて影響を及ぼす消費者の購買行
動を文献のサーベイを通して明らかにして
いる。 
 
 その結果、製品対費用効果以外にも消費者
の購買に影響を及ぼすコア要因として、エス
ノセントリズム、ナショナリズム、アニモシ
ティを中心にしながら複数の媒介変数が存
在することを明らかにし、学会発表（１）（２）
を行っている。 
 
 それらの要因は、これまで製品対費用効果
に焦点を絞ってきたアジア企業のイノベー
ション・プロセスに限界があることを示唆し
ている。アジア諸国から出発した企業は特に、
イノベーションの産物として最終製品に焦
点を置くよりも消費者の購買行動を組み込
んだビジネスモデルも視野に入れたイノベ
ーション戦略が重要であることを明らかに
することができた。 
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